
【協議案件】 

 議案第１号 路線バス「岩谷線」の廃止について 

議案第２号 大内地域コミュニティバスのルート変更について 

議案第３号 地域公共交通確保維持事業計画の変更について 

 

 

提示する協議案件につきまして、下記のとおり説明いたします。 

 

----＜経緯＞-------------------------------------------------------------------- 

 

◆ 平成２８年４月より、大内地域内の小中学校の統廃合により、路線バス「中田代線」を

通学利用していた児童・生徒がスクールバス通学へ移行することに伴い、同路線の維持

が困難であると判断し、路線を一部廃止し、路線バス「岩谷線」と運行してきた。 

 

◆ しかしながら、人口減少等に伴い利用者が減少する中においても市の独自補助により路

線の維持を図ってきたが、近年の少子高齢化とマイカーの普及による利用者の減少傾向

には歯止めがかからず、また、燃料をはじめとする物価高騰による経費の増加に加え、

慢性的な運転士不足と運転士の労働時間の見直しなどにより、当該路線を維持していく

ことは非常に困難であると判断されたため、令和６年９月３０日をもって路線を廃止し

たいと申し出があった。 

 

----＜議案説明内容＞------------------------------------------------------------ 

 

【議案第１号】 

上記経緯により、路線バス「岩谷線」を廃止する。 

 

【議案第２号】 

路線バス「岩谷線」の廃止に伴い、バスによる大内地域と本荘地域をつなぐ交通手段が

なくなることから、大内地域内を運行しているコミュニティバスを令和６年１０月１日

から由利組合総合病院まで延伸することで、大内地域から同病院への通院と沿線住民の

通勤・通学の足の確保を図る。 

 

【議案第３号】 

上記の変更に伴い、国へ申請している地域公共交通確保維持事業計画の内容を変更す

る。内容が変更となる箇所は、ダイヤ改正による計画運行回数とルート変更に伴う計画

総運行距離となる。 

 

 

協議案件の説明については以上となりますので、個別の議案資料もご確認ください。 

 



議案第１号 

 

 
路線バス「岩谷線」の廃止について 

 

 

（１）廃止しようとする理由 

当該路線は、羽後交通の本荘営業所を起点として本荘地区と大内地区

を結ぶ路線であり、沿線住民の通勤・通学・通院の足として利用されて

きました。 

人口減少等に伴い利用者が減少する中でも、同路線は沿線住民の重要

な移動手段であったことから、市単独による補助を行い路線の維持を図

ってきましたが、近年の少子高齢化とマイカーの普及による利用者の減

少には歯止めがかからず、また、燃料をはじめとする物価高騰による経

費の増加に加え、慢性的な運転士不足や労働時間の見直しなど、当該路

線を維持していくことが難しいと判断されたため、路線廃止の申し出を

受け、廃止するものです。 

 

（２）廃止の予定日 

 令和６年９月３０日をもって廃止 

 

（３）廃止する区間 

  別紙「岩谷線」廃止区間路線図のとおり 
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議案第1号



 

 
大内地域コミュニティバスのルート変更について 

 
（１）変更の内容  

 中田代線、羽広-軽井沢線、高尾線の一部運行経路を見直しする。 

 

変更内容 

・大内地域のコミュニティバス３路線（中田代線、羽広-軽井沢線、高

尾線）の一部便の終点を「由利組合病院前」まで延伸し、経由地を「道

の駅おおうち」ではなく「羽後岩谷駅」へルートを変更する。 

背  景 
・羽後交通のバス路線「岩谷線」の廃止に伴い、大内地域から本荘地域

までのバスでの移動手段がなくなるため。 

効  果 

・路線バス「岩谷線」の廃止区間を、大内地域のコミュニティバス３路

線が代替として「由利組合病院」まで延伸することにより、大内地域

から本荘地域まで移動手段が維持される。 

利用見込  ５，５００人 

キ ロ 程 

・ 

所要時間 

         （キロ程変更前→変更後）（所要時間変更前→変更後） 

【中田代線】   ２７．２ｋｍ→３２．６ｋｍ ５０分→６１分  

【羽広-軽井沢線】７９．３ｋｍ→４６．９ｋｍ ７８分→６２分  

【高尾線】     ２７．８ｋｍ→３２．２ｋｍ ４１分→４８分  

運  賃 

・大人（中学生以上） 一律２００円 

・小学生以下     一律１００円（未就学児無料） 

（変更なし） 

便  数 

           変更前→ 変更後 

【中田代線】     １２便→ １０便 

【羽広-軽井沢線】   ６便→  ４便 

【高尾線】       ８便→  ８便  

停留所数 

           変更前→  変更後 

【中田代線】    ３７ヵ所→５１ヵ所 

【羽広-軽井沢線】 ３０ヵ所→４４ヵ所  

【高尾線】     ２１ヵ所→３５ヵ所 

運行形態 委託 株式会社大内交通サービスによる運行（変更なし） 

変 更 日 令和６年１０月１日（火） 

議案第 2号 
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議案第２号



 

 

令和７年度 地域公共交通確保維持事業に係る計画の変更について 

 

 

 令和６年６月２６日付けで国土交通大臣あてに申請した地域公共交通確保維

持事業に係る計画について、次のとおり変更を申請する。 

 

 

１．変更する系統 

中田代線（申請５） → 中田代線（申請５～６） 

羽広-軽井沢線（申請６～８） → 羽広-軽井沢線（申請７～９） 

  

 

２．変更箇所 

中田代線・羽広-軽井沢線の一部の便を延伸し、ダイヤ調整により減便を

行う。それに伴い、路線の輸送人員による事業目標を変更。 

 

３．変更理由 

路線バス「岩谷線」の廃止に伴い、大内地域から本荘地域までのバスでの

移動手段がなくなるため、大内地域のコミュニティバスを由利組合病院ま

で延伸することにより、大内地域から本荘地域までの移動手段を維持する

ため 

議案第３号 



別 紙 
令和７年度 

地域公共交通確保維持事業に係る計画 
 

令和６年８月２３日 

 

          （名称）由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会          
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 由利本荘市は、秋田県の南西部に位置し、北は秋田市、南はにかほ市、東は大仙市、横手市、湯

沢市、羽後町に接しており、面積は 1,209.59 ㎢で、秋田県の面積の 10.4％を占め、県内一の面積

を誇る。 

本市では鉄道 2 路線とバス 31 路線の公共交通網が形成されており、鉄道は日本海沿いにＪＲ羽

越本線が本荘、岩城、大内、西目地域および市外を、子吉川に沿って山間部を運行する由利高原鉄

道鳥海山ろく線が本荘、由利および矢島地域を結んでいる。令和 3年度リニューアルした羽後本荘

駅では、これらの鉄道路線だけでなく各種バス路線と接続しており、相互の乗り換えが可能である。

また、本市におけるバス路線は幹線を羽後交通（株）、支線を市のコミュニティバスが運行してお

り、中心市街地内では循環バスも運行している。 

 これまでは、羽後交通（株）の不採算路線を市が代替運行することで路線の確保に努めてきたが、

過疎化や人口減少、高齢化の進行によって交通空白地域から公共交通の運行要望が増加しており、

新たな対応・対策が必要になってきている。 

 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 令和６年３月に策定した「由利本荘市地域公共交通計画」に掲げているとおり、令和５事業年度

のコミュニティバスの利用者数を維持することを目標とする。 

  （由利本荘市地域公共交通計画 P75 参照） 

 

各路線の輸送人員による事業目標 

路線名 
実績 目標（年間輸送人員） 

令和５年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

本荘地域循環バス 28,040 人 28,000 人 28,000 人 28,000 人 28,000 人 

道川北線 183 人 200 人 200 人 200 人 200 人 

西目線 2,222 人 2,400 人 2,400 人 2,400 人 2,400 人 

中田代線 6,640 人 5,500 人 5,500 人 5,500 人 5,500 人 

羽広－軽井沢線 1,728 人 1,130 人 1,130 人 1,130 人 1,130 人 

子吉線 1,445 人 1,400 人 1,400 人 1,400 人 1,400 人 

八塩線 2,743 人 2,700 人 2,700 人 2,700 人 2,700 人 

法内線 959 人 1,000 人 1,000 人 1,000 人 1,000 人 

 

 

（２）事業の効果 

 上記路線を維持することにより、本荘市街地、および岩城、西目、大内、東由利地域の日常生活

に必要不可欠な移動手段が確保される。また、幹線・支線のネットワークが連携することで、効率

的な運行体系が実現できる。さらには、外出促進・地域活性化にもつながる。 

 



別 紙 
３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

 ・路線バス・鉄道の維持と最適化（由利本荘市、交通事業者） 

 ・各交通モード間の乗り継ぎ利便性を高めるルート・ダイヤの調整（由利本荘市、交通事業者） 

 ・コミュニティバスの再編 

 （由利本荘市地域公共交通計画 P60～63） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

表１を添付。 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 ・羽後交通株式会社、光タクシー株式会社、東交通株式会社 

  （由利本荘市から上記運行事業者への委託料については、運行収入および国庫補助金を運行経

費から差し引いた差額分を負担することとしている。） 

 ・由利本荘市 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

 ・利用者数について、数値指標による KPI 評価および由利本荘市の運行ガイドラインによる路線

評価を実施。 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回

数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ず

る生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

 



別 紙 
 
10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

表５のとおり 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよう

とする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよう

とする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費用

の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両

購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収

支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した

利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 
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18．協議会の開催状況と主な議論 

【由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会】 
・平成２７年５月１９日 由利本荘市平成 28 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・平成２８年２月１０日 同計画の変更について承認 
・平成２８年６月２９日 由利本荘市平成 29 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・平成２９年６月１５日 由利本荘市平成 30 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・平成３０年６月２２日 由利本荘市平成 31 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・令和 元年６月２１日 由利本荘市令和 2 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・令和 ２年７月１０日 由利本荘市令和 3 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・令和 ３年６月２４日 由利本荘市令和 4 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・令和 ４年６月２９日 由利本荘市令和 5 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・令和 ５年６月２８日 由利本荘市令和 6 年度生活交通確保維持改善計画を承認 
・令和 ６年６月２５日 由利本荘市令和 7 年度地域公共交通計画（地域内フィーダー系統）

認定申請を承認 

・令和 ６年８月  日 由利本荘市令和 7 年度地域公共交通計画（地域内フィーダー系統）  

            変更認定申請を承認 

19．利用者等の意見の反映状況 

・由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会への利用者代表の参加 
・沿線町内会や各種団体と対話会の開催 
・中高生、交通空白地域、市のホームページ等でのアンケート調査 
・市のホームページにて本計画に対するパブリックコメントの実施 
・上記意見により、ルートやダイヤ改正に反映 
 

20．乗用タクシーの運賃低廉化措置を行う地域の概要 

【乗用タクシーの運賃低廉化措置を行う場合のみ】 

（１）過去に乗合旅客の運送を行っていた乗合バス事業等 

 ※該当なし 

 

（２）交通手段の検討状況 

 ※該当なし 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）秋田県由利本荘市尾崎１７       

（所 属）由利本荘市企画振興部地域づくり推進課 

（氏 名）池田 勇人              

（電 話）０１８４－２４－６３７８         

（e-mail）tiiki@city.yurihonjo.lg.jp           
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 


